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住宅・土地、公共工事 

ア 住宅・土地 

実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

②不動産鑑定評

価の適正化 

（国土交通省） 

 多様化・高度化する不動産の

鑑定評価に対するニーズに的

確に対応できるよう、収益性を

重視した、より精緻な手法や、

より詳細な調査等を位置付け

た不動産鑑定評価基準への見

直しを行うことにより、不動産

鑑定士等が依頼者に対するよ

り一層の説明責任を果たすこ

とができるようにする。また、

実務レベルにおいて、その基準

に基づいた不動産鑑定評価の

普及・定着を図る。 

一部措置 措置  （国土交通省） 

 平成14年６月に国土審議会土地政策分科会におい

てとりまとめられた不動産鑑定評価基準の改定案を

踏まえ、７月３日に不動産鑑定評価基準を改正し、

関係各位に対し通知した。 

検討 措置  
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実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

⑮違反建築物対

策 

（国土交通省） 

 

 

 

建築規制に関する違反是正

の実効性確保のため、行政代執

行の積極的活用に向けた違反

建築物対策のためのマニュア

ル策定や運用の徹底のための

措置を始め、違反建築物に関す

る情報開示、賦課金等の経済的

なインセンティブ効果のある

対策等について、幅広い観点か

ら検討する。 

一部措置 

 

  （国土交通省） 

「既存建築物に係る違反対策推進計画策定につい

て（技術的助言）」及び「既存建築物に係る違反是正

作業マニュアルについて（技術的助言）」を平成14

年４月11日に各特定行政庁に発出した（この中で、

行政代執行の積極的活用、違反建築物に関する情報

開示等について言及）。 

検討 結論  

⑲都市再開発法

における行政

代執行の強化 

（国土交通省） 

市街地再開発事業の迅速化

を図るため、施行者より請求が

あった場合には、都道府県知事

等による行政代執行の的確な

実施が確保されるよう、マニュ

アルの充実等運用の徹底を図

る。 

措置   （国土交通省） 

「行政代執行マニュアル（案）」を作成し、平成

14年６月26日に地方公共団体に対し発出するととも

に、７月22日の市街地再開発事業担当課長会議にて

地方公共団体に周知した。 

検討 結論  
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実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

31中古住宅市場

の整備 

（国土交通省） 

 

平成12年に、建設省が行った

「住宅ストック形成・有効活用

システム」についての提案募集

で提案されたシステムの広報

を行うとともに、民間が自らイ

ニシアチブを取ってこうした

システム整備事業を積極的に

展開できる環境整備を行うた

め、提案募集の提案等を踏ま

え、①中古住宅の性能評価の方

法及び性能表示の項目・方法、

②保存すべき情報（新築時の工

事情報と住宅性能、維持管理及

びリフォーム実施の履歴等）の

項目と保存・管理の方法、③住

宅履歴・性能に基づく価格の査

定方法、④瑕疵担保責任に対す

る保証の方法、⑤消費者への性

能、履歴等の情報の開示の方法

と項目につき、具体的な方策を

検討し、所要の措置を講ずる。 

一部措置   （国土交通省） 

①住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則

の一部を改正する省令（平成14年国土交通省令第95

号）及び日本住宅性能表示基準・評価方法基準等の

変更により措置（平成14年８月20日施行）。 

一部措置 逐次実施 
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実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

32中古住宅の検

査制度、性能表

示制度の整備 

（国土交通省） 

中古住宅の外装、内装、設備、

耐震性能等を第三者である評

価機関が買主又は売主に代わ

って標準化された方法により

検査し、その結果を参考とし売

買契約や賃貸借契約の締結を

判断できるような制度を導入

する。 

措置   （国土交通省） 

住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則の

一部を改正する省令（平成14年国土交通省令第95号）

及び日本住宅性能表示基準・評価方法基準等の変更

により措置。（平成14年８月20日施行） 

 措置  

35公的土地の有

効活用 

（国土交通省） 

 

地方公共団体等の公的主体

が所有する公営住宅等の用に

供する土地が必ずしも有効に

活用されていないという実態

を踏まえ、ＰＦＩ事業の積極的

推進等により、民間施設も含め

た複合・高度利用を推進し、都

市を中心とした、公的主体が所

有する土地の有効活用を図る。 

措置   （国土交通省） 

同趣旨について全国公営住宅担当者会議等で地方

公共団体に周知した。 

また、東京都が都営南青山一丁目団地におけるＰ

ＦＩ的手法による建替事業の事業予定者を決定し

た。（平成14年５月） 

広島県が県営上安住宅におけるＰＦＩ手法による

建替事業の募集要項を配布した。（平成14年７月） 

平成13年度以降逐次実施 
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イ 公共工事 

実施予定時期 規制改革3か年計画（改定） 

平成14年度 実施予定時期 事項名 措置内容 

上半期 下半期 

平成15年

度 

 

前倒し内容等 

13年度 14年度 15年度 

一部措置 

 

 

 

 

  （農林水産省） 

 土地改良法の一部を改正する法律（平成13年法律

第82号）により措置。 

（平成14年４月施行） 

 漁港法の一部を改正する法律（平成13年法律第92

号）により措置。 

（平成14年４月施行） 

一部措置 検討（可

能なもの

からモデ

ル事業を

実施） 

モデル事

業 を 実

施、成案

を地方公

共団体に

提示等 

①パブリック・イ

ンボルブメン

トの活用 

（農林水産省、国

土交通省） 

国の各公共事業部局は、従前

における取組も踏まえ、それぞ

れの事業の計画策定手続にお

けるパブリック・インボルブメ

ントの在り方を検討し、直轄事

業について早急にモデル的に

導入を進める。また、こうした

検討やモデル事業の状況を踏

まえ、一定の成案を得た段階

で、その検討成果を地方公共団

体に提示し、あるいは、取組事

例を取りまとめ、発表する等、

地方公共団体におけるパブリ

ック・インボルブメントの導入

を支援する。 

措置   （国土交通省） 

 道路計画プロセスの基本的な枠組みを定め、実際

の運用に際して必要となる具体的な手法を示した

「市民参画型道路計画プロセスのガイドライン」に

ついて、平成14年８月に各地方整備局及び地方公共

団体に通達を発出したところ。 

   

 


